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研究成果の概要（和文）：　政策をうまく実施するには、それをどのように始めて政策展開を進めればよいのか。この
疑問に答えるために、本研究では、地方政府の政策実施過程における特徴を、様々な国で実施されている一村一品運動
の地域活性化施策を事例として、国際比較をすることによって、実施の構造から明らかにしようとした。それによって
、自律的もしくは他律的に始められた政策が、施策体系として定着するかが決めて手となることがわかり、その研究成
果を国内外の論文及び研究発表で示した。それによってこの研究の目的は達成されたと考えられる。

研究成果の概要（英文）：How does a local government start and develop a policy for its successful implemen
tation? This study tries to answer to the question by comparing cases of the policy implemention of a regi
onal vitalization in the world, which is called the "One Village One Product" movement. By analyzing chara
teristics of each case in some countries, it is clarified that the structure of its implementation refers 
to a difference between starting autonomously and starting heteronomously in order to establish a policy s
ystem including this vitalization policy. The findings are reported in articles and my book in addition to
 academic presentations at home and abroad.
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１．研究開始当初の背景 
初期の政策実施過程の先行研究では、事業

の目標を達成できなかった失敗の理由を探
ろうとして、政策の出発点に注目し、そこか
ら政策実施過程について議論するものが多
い。それらの研究には、政策の開始を視野に
おきながら成功の要因を分析しようとする
研究は殆どなかった。 
そこで、日本で生まれた地域振興のための

政策として、発祥の地の大分県で全庁をあげ
て取り組まれ、日本国内だけではなく世界へ
と広がり、様々な国で取り組まれ、現在も推
進され続けている一村一品運動（OVOP、One 
Village One Product）施策を事例として、
その実施過程を分析しようとした。 
 
 
２．研究の目的 
政策をうまく実施するには、それをどのよ

うに始めて政策展開を進めればよいのか。こ
れが本研究の動機となっている基本疑問で
ある。そこで政策のより良き展開につながる
政策開始時の要件を探るために、本研究では、
地方政府の政策実施過程における特徴を、
様々な国で実施されている一村一品運動の
地域活性化施策を事例として、特に政策の開
始に注目する国際比較によって、明らかにす
ることを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究の方法は、地方政府の政策開始時の
特徴を明らかにするためのタイポロジー分
析の枠組みを精緻化し、それを用いて日本、
韓国、タイ、ベトナムの比較を行うことであ
る。それによって政策のより良き展開につな
がる施策の特徴は、それぞれの国の行政の作
動の仕方、いわば行政行動の文化に左右され
ることを検討しようとした。そのために、4
カ国でのリサーチによって研究枠組みの構
築に努めた。 
 具体的には、まず、研究の分析枠組の指標
を作成することを主な目標として、特にタイ
でのリサーチによる分析枠組の精緻化を日
本との比較分析で進めた。次に、ベトナムや
韓国でのリサーチと資料収集を行った。加え
て、行政による一村一品運動施策の実施の実
態を知るために、タイやベトナム政府が主催
する OTOP・OVOP フェア―で参与観察を行っ
た。さらに、研究リサーチなどにおいてこれ
まで連携を深めてきた大学や研究院との共
同研究推進の可能性を探るとともに、研究成
果の国際発信を試みた。加えて、一村一品運
動施策の分析で得られた知見の応用を阪
神・淡路大震災と東日本大震災における地域
振興政策である仮設商店施策においても試
み、研究枠組みのさらなる精緻化に努めた。 
 
 
４．研究成果 

 本研究の大きな成果の一つとして、研究代
表者が、研究期間が終わる年度（2014 年）に、
『行政の行動－政策変化に伴う地方行政の
実施活動の政策科学研究』（晃洋書房）を出
版したことをあげることができる。特に、4
章「地方政府の政策実施の開始における特
徴」にはその成果が端的に示されている。加
えて、5 章「地方政府での政策実施における
首長の意思表明と行政機構の行動‐日本の
大分県の一村一品運動施策を事例に－」、6章
「政策実施過程における地方政府の行政機
構の行動戦略－韓国の江原道の新農漁村建
設運動施策の展開を事例に－」、7章「地方政
府の政治変動と政策継続－日本の行政機構
の施策実施における作動様式について－」も
本研究の成果であり、6 章では韓国との国際
比較を、7章ではタイとの国際比較を行った。
それによって政策のより良き展開につなが
る施策の特徴は、行政の作動の仕方、いわば
作動様式の文化に左右されることがより明
確になった。各年度における成果は以下であ
る。 
 
平成 23（2011）年度 
 研究の分析枠組の指標を作成することを
主な目標として、特にタイでのリサーチによ
る分析枠組の精緻化を日本との比較分析で
行った。その結果、行政機構の施策実施の作
動様式を総合的に捉える重要性がわかった。
そこで、うまく政策を展開させるために、行
政機構がどのように考えるかを韓国の事例
で検討した。その方法は、政策実施過程を各
段階にわけて、そこで行政機構が政策展開を
するために、どのような行動戦略をとったか
を明らかにすることであった。それによって、
政策実施過程における行政機構の作動様式
のパターンを示すことができた。 
 
平成 24（2012）年度 
 日本とタイを比較して、日本の大分県で 24
年間にわたり主要な地域振興政策として展
開した一村一品運動施策が、政権交替による
政治変動によってかくももろく崩れ去った
理由を明らかにした。その分析枠組は表 1で
ある。 
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そこでは、施策を実施する行政機構の作動

様式が異なっていることが明らかになった。
政策のより良き展開につながる施策の特徴
は、行政行動の文化に左右されることが改め
て確認できた。ここで得られた政策実施につ
いての行政機構の作動様式に関する知見を
阪神・淡路大震災と東日本大震災での実施過
程においても応用できるかを試みた。それに
よって、このアプローチがより良き政策の展
開を知るのに役立つ枠組みであることがわ
かった。 
 
平成 25（2013）年度 
 最終的な研究のまとめとしての著書を完
成させるとともに、ベトナムについての知見
を深めるために、ハノイで開催された OVOP
フェア―で参与観察を行い、行政のかかわり
についてリサーチを行った。加えて、そこで
のシンポジウムで、OVOP 政策の国際比較につ
いての研究成果の発表も行った。 
 
 ３年間の本研究では、地方政府の政策実施
過程における特徴を、様々な国で実施されて
いる一村一品運動の地域活性化施策を事例
として、特に政策の開始に注目する国際比較
によって明らかにした。さらに、そこで示さ
れた知見と分析枠組みの応用の可能性も検
討した。それによって、次の科学研究助成（基
盤研究 C研究課題「国の政策変化に伴う地方
行政の政策実施活動における行政進展」平成
26 年度－平成 28 年度）につながるなど、本
研究の目的は、著書といくつかの論文の発表
で十分に達成されたと考えている。 
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